
地球環境研究総合推進費S-3（脱温暖化2050研究プロジェクト） 

平成16年度成果（S-3-5(2)） 

- 1 - 

Ｓ－３ 脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的な評価・予測・立案

手法の確立に関する総合研究プロジェクト 

５． 技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減中長期戦略に関する研究 

（２）バックキャスティングによる長期削減シナリオの策定に関する研究 

 

独立行政法人国立環境研究所 

PM2.5･DEP研究プロジェクト 交通公害防止研究チーム 森口祐一 

名古屋大学大学院環境学研究科    加藤博和 

 

  <研究協力者>  独立行政法人国立環境研究所 

PM2.5･DEP研究プロジェクト 交通公害防止研究チーム 松橋啓介 

独立行政法人産業技術総合研究所 

ライフサイクルアセスメント研究センター       工藤祐揮 

          名古屋大学大学院環境学研究科             山根 顕・岑 貴志 

 

［要旨］脱温暖化社会の実現に向けて、交通分野においても中長期的政策オプションの検討を行

う必要がある。本研究では、2050年に向けたCO2削減目標をまず与え、その達成に必要なシナリオ

を描くバックキャスティング手法を適用して、技術革新と需要変化の組み合わせによる交通部門

CO2削減シナリオを策定することを目的とする。具体的には、バックキャスティング手法を用いた

シナリオ策定手法に関する検討を行い、一方で、交通需要変化に関しては都市・地域の特性を考

慮する必要があるため、地域類型別のケーススタディを通じた検討を行いつつ、各類型別の取り

組みによる削減効果を全国への外挿により推計するための枠組みを構築し、これらの成果を総合

して、2050年の脱温暖化シナリオを策定する。 

バックキャスティング手法を用いた交通ビジョン策定事例をレビューしたところ、2050年にお

ける我が国の社会・経済やライフスタイルの状況の想定がまずは最も重要であると考えられた。

その基礎資料を得るために、グループインタビュー形式で有識者ヒアリングを行った結果、社会・

経済、都市・交通、環境・エネルギー等の姿に関する多様な見解と重要な論点が明らかになった。 

一方で、都市や地域の交通需要変化を促す施策によるCO2削減効果を全国に外挿するための基礎

資料として、日本の都市・地域を都市圏や行政規模や人口規模で分類し、その地域類型別の一人

当たり自動車CO2排出量と類型別人口を示した。また、ケーススタディ対象都市として、大都市(200

万規模)と地方都市(10～30万規模)を選定し、交通状況やCO2排出量等の指標の整備と、政策実施の

フィージビリティに関する要因の整理を行った。さらに、交通利便性を表現するアクセシビリテ

ィ指標の導出方法を構築し、交通起源CO2排出量との関係を分析した結果、地方都市での自動車依

存の現状と政策実施による改善可能性を定量的に表現することができた。さらに、地方都市にお

ける長期的なCO2削減目標設定型戦略パッケージのタイムスケジュールの概略を提示した。 

 

［キーワード］脱温暖化、技術革新、交通需要、バックキャスティング、地方都市 

１．はじめに 

脱温暖化社会の実現に向けて、交通分野においても中長期的政策オプションの検討を行うこと
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が要請されている。近年のわが国の部門別CO2排出量の推移をみると、交通部門は民生（家庭・業

務）部門とともに、増加が著しい。第一次オイルショック後の30年間に着目した場合、他部門と

比べた交通部門の排出増加はさらに顕著であり、GDPの伸びとほぼ比例した傾向を示している。部

門別CO2排出量に占める交通部門のシェアは約20%と、他の先進諸国と比較した場合にはむしろ小さ

めであるが、このことに寄与してきた鉄道をはじめとする公共交通機関・自動車以外の輸送モー

ドのシェアが低下しつつあることを考慮すれば、交通部門の対策の重要性はますます高まると想

定される。また、高齢化の進展や、余暇交通など生活の質の向上を求める交通需要の多様化・拡

大が進むことも予想される。 

こうした「交通と環境」の問題については、内外で活発な研究がなされているが、輸送機器の

技術面の研究、大気汚染などの環境影響面の研究、交通需要面の研究、土地利用や空間形態から

のアプローチ、インフラ政策やこれと密接に関連する財源策に関する研究などに細分化されてお

り、これらを横断的・統合的にみた大局的な検討は困難な状況にあった。このため、国立環境研

究所・京都大学らが開発してきた統合評価モデル（AIM：Asian Integrated Model）においても、

交通部門のサブモデルの強化が要請されている。 

OECDによるEST（Environmentally Sustainable Transport:持続可能な交通）プロジェクト1)で

実施されたいくつかの国・地域のケーススタディでは、環境上の目標をまず定め、これを達成す

るために必要な諸条件を「シナリオ」として示すバックキャスティングアプローチが採用されて

きた。日本についても、2003年3月に開催されたEST名古屋会議で本課題の担当者らが2030年を目

標年次とする事例報告を行っており、80％削減という極めて厳しい削減目標のために、描かれた

シナリオが現実感に乏しいきらいがあるが、バックキャスティングの有用性自身は認められたと

考えられる。 

 

２．研究目的 

本課題S-3-5では、2020年まで、2050年までの２つのタイムスパンについて、交通部門からのCO2

排出量の大幅削減のための中長期戦略を策定することを目的とする。図－1に示すとおり、2020年

についての検討では、対策の投入時期と効果の発現時期とのタイムラグを考慮した対策効果評価

手法を構築し、ボトムアップ型技術選択モデルで必要とされる要素技術の効果や費用に関する基

礎情報など、戦略研究プロジェクト全体からの要求に応じて、必要な知見を提供する。一方、2050

年についての検討では、不確実性の高い予測を行うのではなく、削減目標をまず与え、その達成

に必要な技術革新・交通行動変化のシナリオを描くバックキャスティング手法を適用して、目指

すべき長期的な将来像とそこへの道筋を提示する。 

本サブテーマ２では、2050年頃を目標年次として、バックキャスティング手法を用いて、現在

のトレンドのまま推移した場合（BAU: Business as Usual)をベースに交通部門からのCO2削減

の数値目標に到達するために必要な削減量を求め、技術革新および交通行動変化の両面の組み合

わせによって達成する数種類のシナリオを提示するとともに、その社会、経済への影響を把握す

ることを目的とする。また、そのために短期のうちに着手すべき政策の方向性について検討を行

う。 
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３．研究方法・結果 

OECD/ESTプロジェクトの他にも、交通の将来ビジョンを描いたものや、そこにバックキャステ

ィング手法を用いたものがいくつか見られる。そこで、本研究において採用すべき手法を検討す

るため、文献レビューを行い、長期削減シナリオの策定方法の基礎的な検討を行った。 

2020年・2050年に向けての削減シナリオ構築のためにまず整理しておくべきは、その前提条件

となる、社会経済的変化やそれに伴う交通システム変化のマクロな方向性である。そこで、特に

2050年における設定を妥当なものとするための基礎資料を収集するために、環境・交通・都市等

の各分野における有識者を対象としてヒアリング調査を行った。 

また、技術変化の予測はサブテーマ１の技術選択モデルでの知見の蓄積を生かすことができる

が、交通需要変化の可能性については別途検討する必要がある。そこで、交通需要面の施策によ

るCO2削減を実施していく際に特に重要となる、地域特性に応じた削減対策群の提示を行うために、

ケーススタディ都市を対象として効果的な削減施策導入のタイムスケジュールを検討した。一方、

全国を対象とした地域類型別CO2の構造を整理し、都市・地域分類別に今後導入可能な交通需要面

の対策とその削減効果から、全国の交通需要変化の可能性を推計するための枠組みを構築した。 

(1)将来ビジョンとバックキャスティング 

収集された文献の中では、持続可能な発展のための世界経済人会議（WBCSD）による「持続可能

なモビリティビジョン」2)は、OECD/ESTプロジェクトがバックキャスティング手法を採用している

ことと好対照をなしている。WBCSDでは、目標を定めて施策の組み合わせを検討するというバック

キャスティング手法は採用しておらず、複数の施策の組み合わせによる排出量の予測を行うフォ
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図－1 時間軸から見た本課題の枠組み 
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アキャスティング的な手法を用いている。また、交通需要は基本的に増加するものであり、抑制

すべきものではないことを前提としている。さらに、技術革新と交通需要との関係については、

技術は需要を誘発する効果があると述べている。検討対象とした施策の組み合わせは以下の4点で

あった。 

a)CO2排出量を少なくとも80％削減する燃料と定義したカーボンニュートラルな燃料 

b)非常に燃料効率の高いパワートレイン（駆動方式） 

c)より大型の車両への輸送形態の変化の傾向 

d)情報技術（IT）によって、少なくとも部分的には実現された輸送システムのより優れた統合に

よる交通流や輸送活動などの向上 

輸送の効率化の方法として鉄道の様な交通システムへの手段転換などはこの中に含まれうるが、

都市のコンパクト化による徒歩の活用などは含まれない点が特徴になっていると考えられる。 

OECD/ESTプロジェクトの手法を踏襲・改良したものでは、具体的な交通計画の立案において、

OECD/ESTプロジェクトより緩やかな目標値を設定し、交通手段分担率の具体的な数値まで示した

ドイツの事例紹介3)と、外的要因の変化に複数のパターンを与え、それぞれのパターンについて目

標を達成するための将来像を設定した事例4,5)があった。特に、日本が少子高齢化と人口減少に向

かい、国際的な立場が変化を続けている状況を踏まえると、外的要因の変化が将来像に与える影

響は相当に大きいと考えられた。2050年における外的要因の状況設定を妥当なものとするため、

有識者ヒアリングを行った。 

(2)有識者ヒアリング 

有識者ヒアリングについては、３～４名が一堂に会する座談会形式で意見を聞くグループイン

タビューとした。対象者は、都市、交通、環境、エネルギー、ライフスタイル等の各分野をリー

ドする約20名を抽出した中から、平成17年3月中旬に設定した3日間各2時間の会合にスケジュール

が合った11名とした。テーマは、『2050年の移動の形態についての将来展望』として、その中で

下記の２つの討論サブテーマを用意した。一つ目は、「脱温暖化社会の達成を意識しない時に、

2050年においては人やものの移動はいかなる姿・形のものが想定できるか」とし、二つ目は、「脱

温暖化社会を達成する為に2050年に我が国のCO2排出量を1990年比60%減（2002年比約64%減）とし

た場合の移動形態と社会状況はいかなるものが想定されるのか」とした。 

有識者ヒアリングの結果、2050年の将来像を語る上で、以下のようなキーワードが出された。 

2050年に至る過渡期でのカタストロフィ、科学技術への不信、分権的意思決定システム、グロ

ーバリゼーション、スローライフ、自然エネルギー、地産地消、IT、水素社会、効率性、時間、

移動の速度、インフラの冗長性、モビリティ補完としてのIT、太陽光エネルギー、エネルギー狩

猟型・エネルギー耕作型の文明 

特に、生活の多様性（スローライフ）、都市の集中と分散、ファッションとしての環境、石油

枯渇、原子力発電の受容、水素社会、クリーンエネルギー、カタストロフィックな事態、ITと移

動、世界旅行等の移動ニーズ、移民の受け入れ等の可能性については、多様な立場からの異なる

見解が得られた。 

ただし、2050年は遠い将来のため予測が困難との意見が多く、また、討論テーマをBAUと脱温暖

化の二つ設定したものの、両者を区別することも困難であった。 
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(3)地域類型別CO2 

全国の地域区分別に1人当たり交通起源CO2排出量を算出し、その結果を踏まえて交通施策の観点

からみた地域区分について検討した。具体的には、平成14～16年度地球環境研究総合推進費B-61

「市町村における温室効果ガス排出量推計および温暖化防止政策立案手法に関する研究 サブテ

ーマ(2)市町村における運輸部門温室効果ガス排出量推計手法の開発および要因分析」で得た市区

町村別自動車CO2排出量推計結果6)を元に、都市圏や行政単位、都市規模の地域類型にしたがって、

一人当たりCO2排出量の平均値をそれぞれ推計した。 

地域類型別CO2は、図－2の通りとなった。三大都市圏は人口では50%を占めるが、排出量のシェ

アは42%とより小さい。東京都市圏、京阪神都市圏の区部、市部で約1.0t-CO2/人･年前後であるの

に対して、その他地域の中小都市や郡部では約2.0t-CO2/人･年と約2倍に相当していることが分か

る。なお、OECDの統計値7)を用いた試算では全国平均の交通部門の一人当たりCO2は2.0t-CO2/人･

年であり、本推計値は自動車のみの数値とはいえ、やや過小と考えられることに留意する必要が

ある。中京都市圏は、他の二大都市圏よりもその他地方に近い数値となっている。東京都市圏の

中では小都市や郡部で高く、その他地方の中では政令指定都市で低く、両者とも1.5t-CO2/人･年と

なっている。日本全体の排出量に占める地域類型別の寄与や、交通手段の代替可能性を考えると、

中間的な数値を示している地域での削減可能性が重要であり、そのために、東京都市圏の小都市

や郡部、中京都市圏の各地域、その他地方の大都市や中都市を対象として、自動車CO2の削減につ

ながる交通施策を導入することが重要になると考えられる。この図を用いて、各地域類型別の削

減効果を外挿することで、全国のCO2削減への適用ポテンシャルを推計することができると考えら

れる。 

図－2 日本の地域類型別一人当たりCO2 
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図-3 飯田市における 

1人1日あたり交通起因CO2排出量推計結果 

これを元に、将来人口の地域的な変動が日本の自動車CO2排出量に与える潜在的な影響を試算し

た。一人あたり排出量が変化しないと仮定した場合、2030年に向けて全国一律に人口が7.9%減少

する場合には、CO2も7.9%減少する。これに対して、地方の郡部で人口が減少し、東京都市圏の市

部で人口が堅調に推移するとの市区町村別将来推計人口を考慮すると、1.4%の削減を追加的に見

込むことができ、9.3%の削減となると予想された。 

(4) 地方都市における交通起源CO2排出量および交通利便性の定量化 

本サブテーマでは、日本の運輸部門における長期的なCO2排出削減目標達成を前提とした政策群

（パッケージ）のあり方についても検討する。本年度は特に、自動車利用増加に伴うCO2排出増加

への寄与が著しく、今後もその傾向が続くと予想される地域内旅客交通を対象に、政策検討のた

めの基礎的分析を進めた。具体的には以下の2点について分析を行った。 

a) (3)で示した地域類型のうち典型的な例として、大都市（200万規模)として名古屋市、地方都

市（10～30万規模)として長野県飯田市を選定した。そして、本年度は地方都市を対象としたケ

ーススタディのための基礎的検討として、データ収集や現地調査・ヒアリング等を実施し、交

通状況、CO2排出状況、政策実施における問題点やフィージビリティの検討を行った。特に、地

方都市では一般に、交通状況やCO2排出量といった基礎データが整備されていないことから、そ

れを算出する方法を構築した。 

b) その上で、地方都市を対象に、都市構造やライフスタイルの変革を促す施策が含まれたCO2削減

目標設定型戦略パッケージ（実現に向けた工程表＜ロードマップ＞）を導出するための枠組み

を提示した。 

本研究で地方都市のケーススタディエリアとして選定した長野県飯田市は、人口約11万人で、

大都市から遠く離れた孤立都市圏を形成している。人口密度は中心市街地で高くなっているが、

大規模小売店舗・病院等の集客施設は周辺市街地に分散しつつある。産業は工業が比較的多く、

通勤が都心に向かわない傾向にある。市内を貫く鉄道や地域内バス路線網はいずれも本数が少な

く、利用が非常に少ない。一方で乗用車保有率

は489台/1000人と全国平均の433台/1000人を上

回っており、地方都市に典型的な車依存型社会

となっている。 

飯田市においては、他の大多数の地方都市と

同様、市内のCO2排出量に関する公式統計が存在

しない。そこで本サブテーマでは、飯田市で2004

年3月に実施された「市民モビリティアンケート

調査」の中のパーソントリップデータから得ら

れたトリップ長に利用交通機関のCO2排出原単位

を乗じることにより算出した。パーソントリッ

プ調査は通常多くのサンプルを必要とするが、

地方都市の場合は母数（人口）が小さいので、

自治体の協力が得られれば調査はそれほど困難

ではない。 

算出された1人1日あたり旅客交通起源CO2排出
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図-4 アクセシビリティ算出の流れ 

施策

内生変数の変化

交通システム
・立地の変化

ACの変化

パーク＆ライド
トランジットモール&
フリンジパーキング

施設の集積 ・・・

P&R駐車場

R: 地区魅力度gc: 一般化費用

トランジットモール

<公共交通> <自動車>

政策変数の設定 施設の位置,A対象駅,vac,cother 対象範囲,cother

 

図-6 アクセシビリティ指標を用いた 

交通施策評価の流れ 

量の地区別分布を図-3に示す。

この図より、中心市街地から遠

い地区ほど旅客交通起源CO2排

出量が多くなっている現状が見

て取れる。 

次に、各地区の交通起源CO2排

出量の説明要因として、自動車

および公共交通機関による「ア

クセシビリティ」指標を定義し、

その算出方法を構築する。指標

は、以下の特徴を持つように留

意している。 

a) 目的地として主要都市施設を採用

し、その魅力度を用いてアクセシビ

リティへの寄与度の重み付けを行

う。 

b) 移動による抵抗（所要時間・費用

等）を総合的に扱う。 

c) GIS（地理情報システム）を用いて

計算・視覚化が可能なものとする。 

 図-4にアクセシビリティ算出の流

れを示す。 

以上の方法によって、対象都市各地

区における公共交通機関と自動車の

アクセシビリティを算出し、その比を

とった結果を図-5に示す。値は郊外に行くほど

小さくなっており、郊外に行くことに伴うACの

減衰は公共交通の方が自動車よりも速いこと

が分かる。また、値が都市全域で0.75未満とな

っており、自動車に対する公共交通の利便性の

低さを示している。 

このアクセシビリティ指標を用いることで、

交通関連施策を評価することが可能となる。そ

の流れは図-6のようにまとめられる。各交通機

関のアクセシビリティ指標と交通起源CO2排出

量との間には通常相関関係があると考えられ、

これを定量的に明らかにできれば、交通関連施

策がCO2排出量に及ぼす影響を算出することが

可能である。そこで本研究でもその分析を行っ
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図-5 AC（公共交通）/AC（自動車） 
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図-7 日本の地方都市における現状の模式 

たものの、相関を統計的に見出すことが

できなかった。この理由として、現在の

地方都市は公共交通分担率が極端に低

いために、地区間で機関分担率に有意な

差が見られないことが挙げられる。この

点を克服することが次年度の課題であ

る。 

(5) 地方都市におけるCO2削減目標設定

型戦略パッケージの方向性 

 今後日本の都市は、地球環境問題への

対応に加え、少子高齢化や人口減少、そ

れと連動した地域経済の逼迫といった

状況の中で、魅力的で暮らしやすい持続

可能な地域づくりを行っていくことが求められる。そのためには、図-7に示すような従来型のモ

ータリゼーション依存型都市経営からの転換が必要である。これは特に地方都市において深刻な

問題であるが、一方で制度的・経済的制約などもあって、転換を図るためには多大な困難が予想

される。 

このような状況を踏まえ、本研究では地方都市がCO2排出削減目標の達成を前提とした長期的な

交通計画をどのようなタイムスケジュールに沿って実施していくべきかを検討する。そのために、

欧米の先進自治体における交通政策のレビューを行う一方で、対象地方都市における交通関連施

策の現状と将来見通しに関してヒアリング調査を実施した。 

その結果、日本の都市に欠けている視点は以下の6点としてまとめられる。 

a) 交通分野における環境配慮の必要性の認識 

b) 地方分権・地域自立という発想 

c) 行政による公共交通への補助制度 

d) 政策の総合化（パッケージ化） 

e) 関係者（ステークホルダー）を巻き込むしくみづくり 

f) 交通計画と都市計画の連動 

 これらの課題に配慮した上で、CO2削減を含めた地方都市の交通に関する長期的課題に対応する

ための施策推進スケジュールに関し、対象都市の施策関係者と議論を行い、その結果として図-8

を得た。 

 次年度以降は、このスケジュールにおける制度的・資金的問題点の抽出と、住民から見た受容

可能性の検討を行うとともに、実施に伴うCO2削減効果を数え上げる方法の検討へと進めていく予

定である。 

 

４．考察 

バックキャスティング手法を用いた交通ビジョン策定事例のレビューを行ったところ、日本の

2050年における社会・経済やライフスタイルの状況の想定が最も重要であると考えられた。その

基礎資料を得るために、グループインタビュー形式で有識者ヒアリングを行った結果、社会・経
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済、都市・交通、環境・エネルギー等の姿に関する多様な見解と重要な論点が明らかになった。

今後、将来像の方向性を収れんさせつつ、脱温暖化に向けた複数の長期シナリオを構築する手法

の設計を行う必要がある。 

一方、交通需要面の対策の導入可能性を検討するためには、都市・地域レベルでの検討が必要

となる。そこで、都市や地域の交通施策によるCO2削減効果を全国に外挿するための基礎資料とし

て、地域類型別の一人当たり自動車CO2排出量と類型別人口を示した。また、今後ケーススタディ

を進めるための対象都市である大都市(200万規模)と地方都市(10～30万規模)を選定し、交通状況

やCO2排出量等の指標の整備と政策実施のフィージビリティに関する諸要因の整理を行った。なお、

本プロジェクトS-3の都市チームでは、本サブテーマとは異なる人口規模の都市を対象として交通

由来CO2の削減に関する検討を行っている。これらの知見を統合することで、日本全国の交通需要
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図-8 地方都市における持続可能な交通を実現するための施策ロードマップ案 
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面の対策の導入可能性を明らかにすることができ、2050年の脱温暖化シナリオの策定において交

通需要面の対策を取り込むことが可能になると考えられる。 

 

５．本研究により得られた成果 

・交通将来ビジョン策定事例を収集し、バックキャスティング手法の特徴を把握した 

・2050年の将来像を設定する上での基礎資料として、有識者の多様な見解と将来像を左右するで

あろう重要な論点を得た 

・都市や地域の交通施策によるCO2削減効果を全国に外挿するための基礎資料として、地域類型別

の一人当たり自動車CO2排出量と類型別人口を示した 

・地方都市において交通利便性を表現するアクセシビリティ指標の導出方法を構築し、交通起源

CO2排出量との関係を分析することを可能とし、地方都市での圧倒的なモータリゼーション依存

や、今後の政策実施による改善可能性を定量的に表現した 

・地方都市における長期的なCO2削減目標設定型戦略パッケージのタイムスケジュールについて概

略を提示した 

・CO2削減目標設定型戦略パッケージとして、「市民意識の啓発」と「公共交通・都市計画道路・

用途地域の整合性がとれた見直し」を組み合わせて公共交通の活性化を行うことで心理的・物

理的障壁を突破するとともに、情報公開や組織化といった政策を合わせて実施することが重要

であることを明らかにした 
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７．国際共同研究等の状況 

S-3プロジェクトの一員として、Open Symposium “Low-Carbon Society Scenario toward 2050: 

Scenario Development and its Implication for Policy Measures”にて欧州の専門家との間で意

見交換を行った。 
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